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１．はじめに	

	 2014 年 12月に『日本十進分類法新訂 10 版』(以

下、『NDC10』、以下、他版も同様)が刊行された1。

1995 年 8 月刊行の『NDC9』以来、概ね 20 年ぶり

の改訂である。今後の日本図書館界の主題組織化

を担う『NDC10』について、検討を進めたい。	

本稿では、電子書籍、電子雑誌等のデジタル・

コンテンツに関する主題への対応を適切に行うた

めに、いくつかの『NDC10』「改善案」を提案し
たい。

なお、『NDC10』の改訂方針に従い、「①NDC
の根幹に関わる体系の変更はしない」範囲での検

討である2。

順に、電子出版関係の記号と概念の展開につい

て、検討を進める。	

	

２．「0類	総記」の第 3次区分表からの抜粋	

	 0 類	総記における図書、逐次刊行物、新聞に関	

	

前川由実子†	 	 	 	 関西大学等	

北	 克一††	 	 	 	 	 	 	 	大阪市立大学 

する部分を抜粋で示す。	

	 020	図書．書誌学	

021	  著作．編集
022			写本．刊本．造本	

	 023			出版	

		024	  図書の販売
	 	 (中略)	

050	逐次刊行物	

	 (中略)	

070	ジャーナリズム．新聞	

	

2.1		「020	図書．書誌学」	

	 「020	図書．書誌学」であるが、この分類項目

名の内、図書は主題の対象事物(Topics)であり、

書誌学はその対象事物である図書を研究対象とす

る学問主題分野(Subject)である。	

	 「020	図書．書誌学」では、このように明らか

に性格が異なる事象を並列して列挙しており、第

二次区分段階において、事象と分野・観点の混乱

が存在している。	
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2.2		著作物の種別による分散	

	 著作物の種別である図書、逐次刊行物、新聞が、

分散している。	

	 なお、「021	著作．編集」から「024 図書の販売」
までは、記号法上は第 3次区分であり、いずれも

「020 図書．書誌学」の下位区分である。	

	 一方、「050	逐次刊行物」を参照すると、第 3

注記に「*雑誌編集<一般>→021.4；新聞→070」と

いう「を見よ参照」がある。これにより、雑誌の

編集は「021	著作．編集」-「021.4	編集．編纂」

の系に分類することになる。	

	 確かに、「021.4 編集．編纂」の第 1注記に、「*

編集実務<一般>は,	雑誌編集も含めてここに収め

る」とあり、論理的に整合性がある。	

	 また、同じ「021.4 編集．編纂」の第 2 注記で

は、「*新聞編集→070.163」とあり、「070	ジャー

ナリズム．新聞」へと「を見よ参照」が示されて

いる。	

	 なお、「070.163」は、「新聞の編集・整理」であ

る。これにより、「050	逐次刊行物」の第 3注記の

中の「新聞→070」は、「新聞の編集・整理→070.163」

がより適切であることが確認できる。	

	 しかし、図書、逐次刊行物、新聞の 3者は成立

過程、及び、その制作、流通過程により社会的に

区別、識別されてきたに過ぎない。	

	 以上、次期の改訂時には、「020	図書．書誌学」

等は大幅な見直し、交通整理が求められる。	

	

2.3		主題対象範囲の相違	

前節において抜粋で示したように、図書、逐次

刊行物、新聞に関する部分を比較すると、	

(1) 「020	図書．書誌学」のもとに、「<021/024	図
書・書誌学の各論>」という中間見出し(セン

タード・エントリー)のもとに、「021	著作．	

編集」、「022	写本．刊本．造本」、「023	出版」、「024	

図書の販売」が、記号法上で並列して並んでいる。	

	 一方、「020	図書．書誌学」と同位の第二次区分

に、「050	逐次刊行物」、「070	ジャーナリズム．新

聞」は配置されている。	

(2)この中で、「021	著作．編集」では下位区分に

「021.2 著作権．著作権法」、「021.3 著述．著作
家」、「021.4 編集．編纂」などがある。	

	 この内、「021.2 著作権．著作権法」では、下
位区分に「021.23 音楽著作権」、「021.25 ソフト
ウェアに関する著作権」、「021.27 映像・映画に
関する著作権」を有することから、あきらかに著

作の種別を制限していない。 
	 ここで一般的には著作、著作権、著作物は通常

は、一体として論じられることより、「021.2 著
作権．著作権法」の主題対象範囲は、図書、逐次

刊行物、新聞という出版形式をまたがっていると

考えられる。 
	 しかし、NDC10 における「021.2 著作権．著
作権法」は、「<021/024	図書・書誌学の各論>」の

もとに、「021	著作．編集」―「021.2 著作権．
著作権法」が区分展開されていることより、分類

展開上は、「021.2 著作権．著作権法」の守備範
囲は、図書に限定されることになり、その下位区

分である「021.23 音楽著作権」等の展開と矛盾
を招いている。 
(3)	 一方、「021.4 編集．編纂」では次のように
なっていた。引用で示す。 
 
	 	 021 著作．編集 
	 	 	  .4 編集．編纂 
	 	 	 	 	 	  *編集実務<一般>は, 雑誌編集も含 

めてここに収める 
	 	 	 	 	 	 	*新聞編集→070.163	

.49   コンピュータによる編集 
→ :007.6355 

        *DTPは, ここに収める 
        *電子出版の事情は, 023に収める 
	

	 なお、「007.6355」は、「書体[フォント]」に関
する事項であり、「コンピュータによる編集」の主

題包含範囲とは異なる。	

		このように「021.4 編集．編纂」では、「*編集
実務<一般>は, 雑誌編集も含めてここに収める」
と第一注記がある。これより、その主題対象範囲

は、少なくとも新聞を除いた図書、逐次刊行物を

対象としていると考えられる。	

	 なお、音楽、映画等の編集については、どこに

収めるかの明確な指示が存在しない。	

	 また、第二注記「*新聞編集→070.163」という

「を見よ参照」により、明らかに新聞編集は「021.4
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編集．編纂」の対象から除いている。	

	 なお、「070.163	新聞の編集・整理」では、その

注記で「*新聞製作<一般>は,ここに収める」とし

ていた。	

	 このように「021	著作．編集」の下位区分であ

りながら、その対象となる事物の範囲は異なる、

という矛盾が生じている。	

	

3.	『NDC10』の細目表中の出版デジタル化対応	

		本章では、『NDC10』の細目表における分類記号、

分類項目名、分類小項目名、関連分類項目名、細

分注記、範囲注記等について検討を進める。	

 
3.1  「021 著作．編集」関係 
  次に「021 著作．編集」の現状を確認しておこ
う。引用で示す。 
 
	 	 021  著作．編集 
        .2 著作権．著作権法：版権, 翻訳権 

→：507.2 
        .23      音楽著作権 
	 	 	   .25      ソフトウェアに関する著作権 
 .27	 	   映像・映画に関する著作権 
        .3  著述．著作家 
	 	 	 	 .4  編集．編纂 
        .43  編集者 
        .49  コンピュータによる編集 

	  →：007.6355 
                *	 DTPは, ここに収める 
                * 電子出版の事情は, 023に収 

める 
	

すでに 1995 年以降の情報のデジタルへの収束、

及び、ネットワーク流通の急速な進展は、こうし

たメディア区分を溶解しつつある3。特に、電子書

籍、電子雑誌、電子音楽、電子映像等を始めとす

るデジタル・コンテンツの急激な増殖、拡散は著

しいものがある。	

	 また、図書館の収集、整理、保存というコレク

ション構築を前提とした所蔵概念が、アクセス権

という権利レベルに置き換わっている部分が増殖

している。	

「021 著作．編集」においても、情報のデジタ

ル化、ネットワーク流通の状況への対応が必要で

ある。また、ベルヌ条約を筆頭とする著作権関係

の国際条約等の事項へも配慮を行いたい。 
以上を踏まえて、次のように拡張することを提

案したい。変更、追加箇所をイタリック体で示す

(以降、同様)。 
 
	 	 021  著作．編集 
       .2 著作権．著作権法：版権, 翻訳権 

	 →：507.2 
*ベルヌ条約, 万国著作権条約, WIPO
著作権条約等の著作権にかかる国際

条約等はここに収める 
          *TRIPS協定4, TPP115, マラケシュ	 	 	 	 	 	 	 	  
	 	 	 	 	 条約6等の著作権にもかかる条約等も 
	 	 	 	 	 ここに収めてもよい 
          *フェアユース規定, スニペット表示,  

CC (クリエイティブ・コモンズ) など 
はここに収める。 

       .21    公衆送信権(送信可能化権を含む) 
       .22    電子出版権 
       .23    音楽著作権 
	 	 	  .25    ソフトウェアに関する著作権 

.27	   映像・映画に関する著作権 

.28    ゲームに関する著作権 
	 	 	  .29    以外の著作権．著作権法の主題 
	 	 	  .296     オープンコンテンツ(CCなど) 
       .3 著述．著作家 
	 	 	  .31  (空番) 
       .32  ソフトウェアによる創作 
	 	 	 	 	  *個別のデジタル・コンテンツの創作 

は, 各主題の下に収める。 
       .33  N次創作 
	 	 	 	 	   * N次創作、N次創作物に関する主 

題はここに収める。 
	 	 	  .4 編集．編纂 
       .49  コンピュータによる編集 

	 →：007.6355  書体[フォント] 
           *	 DTPは, ここに収める 
           * 電子出版の事情は, 023に収める 
 
	 上記では、1) 021.2の下に注記を追加し、著作
権、著作権法に関しての新しい主題を収めること
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を明示した。  2) 021.2の下位区分に公衆送信権
などを細分展開した。3) 021.3の下位区分展開を
行い、新しい主題への対応を行った。 
 
3.2		「023	出版」関係	

「023 出版」は、次のように展開されている7。

引用で示す。 
 
 023 	 出版 Publishing   →： 014.7；548.295 
            * 地理区分 
            * 電子出版＜一般＞, 電子書籍＜一 

般＞は, ここに収める；ただし,  
特定主題に関する電子出版, 電子 
書籍は, 各主題の下に収める。 

            * 電子書籍閲覧用ソフトウェア・端 
末は, ここに収める (別法：閲覧 
用ソフトウェア 007.63；閲覧用 
端末 548.295) 

            * 電子書籍の編集 → 021.49 
 
これを次のように拡張することを提案したい。

変更、追加箇所をイタリック体で示す。 
 

023  出版  Publishing   →： 014.7；548.295 
            * 地理区分 
            * 電子出版＜一般＞, 電子書籍＜一 

般＞は, ここに収める；電子雑誌<
一般>は 050に収める；ただし, 特
定主題に関する電子出版, 電子書
籍, 電子雑誌は, 各主題の下に収
める。 

            *図書館資料としての電子書籍  
014.7；電子雑誌	 014.75 

	 	 	 	 	 	 *電子書籍、電子雑誌以外のデジタ
ル・コンテンツについては, 各種の
デジタル・コンテンツに収める。 
例：ボカロ音楽 763.93 

	 	 	 	 	 	 *複数のデジタル・コンテンツを総合 
的にあつかった主題は, ここに収 
める。 

            * 電子書籍閲覧用ソフトウェア・端 
末は, ここに収める (別法：閲覧 
用ソフトウェア 007.63；閲覧用 

端末 548.295) 
            * 電子書籍の編集 → 021.49 
    
  上記では注記の記述を追加して、  1) 電子雑誌
<一般>、電子ジャーナル<一般>は, 050に収める
ことを明記した。2) 図書館資料としての電子書籍
は 014.7、電子雑誌は、014.75に収めることを明
記した。3) 電子書籍、電子雑誌以外のデジタル・
コンテンツの分類について明記した。4) 複数のデ
ジタル・コンテンツを総合的にあつかった主題は、

ここに収めることを明記した。 
  なお NDC10 では、「* 電子書籍の編集  → 
021.49」としている。そこで「021.49 コンピュ
ータによる編集」を参照すると、次のように展開

されている。抜粋で引用する。 
 
	 021  著作．編集 
	     .4  編集．編纂 
	 	 	 	 *編集実務<一般>は, 雑誌編集も含めて 

ここに収める 
*新聞編集 →070.163 

.49   コンピュータによる編集 
→ :007.6355 

        *DTPは, ここに収める 
*電子出版の事情は, 023に収める 

 
3.3	 「024  図書の販売」関係 
  次は、「024  図書の販売」である。引用で示す。 
 
	 024  図書の販売 
         *地理区分 
	  	 	 	 *小売店, 販売取次店は, ここに収める 
 
「024 図書の販売」においても、情報のデジタ
ル化、ネットワーク流通の状況への対応が必要で

ある。以下に、私案を示す。 
 

024  図書の販売 
         *地理区分 
	 	 	 	  *小売店, 販売取次店は, ここに収める 
	 	 	 	 	 	 	  *電子書籍の販売はここに収める 

電子雑誌の販売は 050, その他 
のデジタル・コンテンツの販売 
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は各主題の下に収める 
               *デジタル・コンテンツ全体の販 

売を扱った主題は,ここに収める 
	 	 	   .1  販売・流通契約 
        .11   再販制度. 時限再販制度. 委託制

度 
        .12   売り切り制度 
        .13	  エージェンシー契約 
	 	 	 	 .2  提供形態. ビジネスモデル 
	 	 	 	 .21   一般書籍 
        .211    PoD(プリント・オン・デマンド) 
        .22   電子書籍 
	 	 	 	 .221    ダウンロード型 

.222    サブスクリプション型 
	 	 	 	 .223    データベース契約型 
        .226    広告モデル型 
        .228    公共型．パブリック・ドメイン

型 
        .229    その他の提供方式 
 
	 ここでは、1) 「024  図書の販売」の注記を追
加し、電子書籍を始めとするデジタル・コンテン

ツの扱いについて明記した。2) 「.1  販売・流通
契約」を新設し、下位展開をした。3) 「.2  提供
形態. ビジネスモデル」を新設し、下位展開をし
た。 
 
3.4  「050	逐次刊行物」関係	
050	逐次刊行物	

						*原著の言語による言語区分；ただし,	

	051 に限り下記のように細分(中略)；	

052/058 は,	032/038 のように言語区分	

051		日本語	

			.1		学術雑誌．紀要	

			.3		総合雑誌	

			.4		グラフィック報道誌	

			.6		大衆誌．娯楽誌	

			.7		女性誌．家庭誌	

			.8		幼児誌．青少年誌	

			.9		情報誌<一般>	

052/058	各言語による雑誌 
 
「050	逐次刊行物」では、「051	日本語（の雑誌）」

のみ「051.1 学術雑誌．紀要」から「051.9情報誌

<一般>」まで細区分をしている。	

しかし、これらの細区分の原理に一貫性がなく、

交差分類を起こしている8。整理、修正をすべきで

ある。	

また、「052/058	各言語による雑誌」では、例外

として、「059	一般年鑑」であるので、「05+-9(言

語区分：その他の諸言語)」が合成できない。この

ため、-9(言語区分：その他の諸言語)、及び、そ

の下位区分の言語を付加する時は、899 を介して

付加する。本表中で、丁寧な解説を求めたい。	

例：「アルバニア語で書かれた雑誌」	

05	+	-899	+	-934(アルバニア語)	

 
3.5 「070  ジャーナリズム．新聞」 
	 「070  ジャーナリズム．新聞」の展開は、俗
に 4 マス(マスコミュニケーション)と称されて、
テレビ、ラジオ、新聞、雑誌が、安定した棲み分

けをしていた時代の区分を踏襲している。順次に

課題を指摘する。 
まず、『NDC10』における「070  ジャーナリ
ズム．新聞」を引用で示す。 
 
070 ジャーナリズム．新聞 

    *新聞, テレビ, ラジオなど総合的な 
マスコミ事情・報道<一般>は, ここ 
に収める 

       *各国の新聞<一般>, 個々の新聞社の経営 
事情は, ここに収める 
例：070.235 フランスの新聞事情；ただ 
し, 社誌は 070.67に収める 

       *雑誌に関するものは, 050に収める 
       *テレビ・ラジオ報道の社会への影響；放 

送と社会→699.8 
     .1   ジャーナリズム・新聞の理論；新聞学 
     .12    報道・新聞に関する法令．検閲 
     .13    報道の自由．新聞と自由 
	 	  .14    ジャーナリズムと社会. 報道・新聞 

と世論．新聞と読者 
     .15    報道・新聞の倫理．プレスコード 
     .16    ジャーナリスト．新聞記者．記者と 

取材倫理 
     .163	    新聞の編集・整理 
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	 	  *新聞製作<一般>は, ここ 
に収める

	 	  .17 報道写真．新聞写真．新聞印刷

*報道・新聞写真撮影技術は、
743.8に収める

     .18 営業．広告．販売．新聞料金

     .19 通信社

	 071 / 077 新聞紙 

(1) 伝統的な新聞社による紙媒体での新聞におい
ても、相当数がデジタル版と並行発行、又は、

移行している。さらに、新聞社自体が電子メ

ール等と URL を組み合わせた速報ニュース
の配信、ツィッター配信＋URL等配信を始め
ている。

(2) また、インターネット上のニュース・サイト
との区分があいまいになっているし、一部の

主題特化型のブログ等も拡張している。

(3) 上記(1)、(2)のコンテンツ類に動画、音声など
を組み込んだ複合コンテンツが拡大しつつあ

る。

(4) このようなデジタル・コンテンツ類が、イン
ターネット上の「放送」、「実況中継」、「デジ

タル・アーカイブ」等との境目が溶解しつつ

ある。

	

3.5	「507.2  産業財産権」関係 
「507.2  産業財産権」を見る。引用で示す。 

	 	 507.2  産業財産権 
* 無体財産権 <一般> は, ここに収
める

* 著作権	 → 021.1
	 「507.2  産業財産権」であるが、「* 著作権	 → 
021.1」という「を見よ参照」があるので、電子
書籍を始めとするデジタル・コンテンツ類の権利

関係は「021.2 著作権．著作権法」に収めること 
になる。

	 一方、ビジネスモデル<一般>は NDL-OPAC で 
は「336.1 経営政策」、コンテンツ産業では「007.3 
情報と社会：情報政策．情報倫理」が付与されて 
いる。しかし、電子書籍、電子雑誌を始めとする 
デジタル・コンテンツの流通ビジネスー商用、非

商用を問わずーの展開と細区分には、「力不足」で

ある。

	 デジタル・コンテンツ類の流通ビジネス<一般>
について、より詳細な展開が必要である。

４． 相関索引
	 今回に取り上げた電子出版物関連の相関索引に

ついても検討しておこう9。

	 前章までで取り上げて、拡張を提案した語彙の

多くは、相関索引に収録されていない。

本表の細目展開や注記の追加に対応させて、大

幅な項目の追加を望みたい。まず以下に、『NDC10』
での相関索引の関連項目の概要を示す。

『NDC10』での相関索引の関連項目の概要 

デジタル情報           007.1 
デジタルライブラリー 010 
  (中略) 
データ管理(情報学)   007.609 
データ処理 007.6 
データセキュリティ 007.609 
データ通信	 	 	 	 	 007.6389 
	 (ソフトウェア) 
データ通信(通信工学) 547.48 
データ通信	 	 	 	 694.5 
	  (電気通信事業) 
	  (中略) 
データ通信サービス 007.35 
	  (中略) 
データベース 007.609 

(ソフトウェア) 
データベース管理シス 007.609 
テム

データベース検索 007.58 
データマイニング 007.609 
  (中略) 
電子ジャーナル

	 (逐次刊行物)  050 
  (図書館) 014.75 
電子出版       023 
電子商取引       670 
電子情報資源       014.7 
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電子書籍(出版)	 	 	 	   023 
電子書籍閲覧	          023 
	 (ソフトウェア) 
電子書籍閲覧用端末     023 
電子資料(図書館)        014.7 
	 	 （中略） 
電子図書館	 	 	 	 	 	  010 
 
  このように相関索引から電子書籍等に関する索
引語彙を拾って見ると、明らかに相関索引に収録

の語彙不足が見えてくる。 
	 試しに、本稿で分類表の拡張、修正を提案した

中での関連語彙を確認すると、次の用語等は収録

されていない。これら用語の多くは「バズ用語」

ではないと考えるが、いかがなものか。 
 
	 収録候補語彙(例示) 
クリエイティブ・コモンズ 
公衆送信権 
スニペット表示 
送信可能可権 
創作(コンピュータによる) 
創作(N次) 
デジタル・コンテンツ 
電子出版権 
万国著作権法 
フェアユース規定 
プリント・オン・デマンド 
ベルヌ条約 
ボーカロイド音楽 
マラケシュ条約 
CC 
PoD 
TRIPS 
TTP11 
WIPO 
 
5. さいごに 
	 本稿では『NDC10』に関して、電子書籍、電子雑

誌等のデジタル・コンテンツに対する主題への対

応を適切に行うためにいくつかの『NDC10』「改
善案」を提案した。 
	 本稿で検討したデジタル・コンテンツに関連し

た分野は、日々に加速度的な変容を遂げている。

この意味では、出版事項や著作権等の分野に拘わ

らず、情報のデジタル化とネットワーク流通は、

多くの分野において構造変容をもたらしている。 
分類委員会には、『NDC10』の継続的な見直し
をお願いするとともに、日本図書館協会の分類委

員会HP等でのまとまった追加等の告知をお願い
しておきたい。 
	 今後も、『NDC10』を使用し、『NDC10』に馴染む

中で、他の箇所においても、さまざまな疑問が起

こることが考えられる。その時にはいったん立ち

止まり、分類法の基礎に立ち返り考察を進めたい。	

	 本稿を終えるにあたって『NDC10』刊行へと長年

のご苦労を積み重ねられた歴代の分類委員会委員

の方々に感謝の意を捧げたい。	

歴代の委員長、委員の方々については「本表・

補助表編」の冒頭の分類委員会報告」に記されて

いる。	
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